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平成15年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成14年11月12日

上場会社名 株式会社ソフトフロント 上場取引所 大阪証券取引所 

ナスダック・ジャパン市場 

コード番号 ２３２１ 本社所在都道府県 北海道 

（ＵＲＬ http://www.softfront.co.jp）   

問合せ先 

 

責任者役職名 

氏    名 
取締役管理本部長 

山本 明彦 

 

ＴＥＬ（０１１）６２３－１００１ 
決算取締役会開催日  平成14年11月12日 中間配当制度の有無      有 

中間配当支払開始日  平成‐年‐月‐日 単元株制度採用の有無     無 
 

１．14年９月中間期の業績（平成14年４月１日～平成14年９月30日） 

(１) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年９月中間期 376 （‐） △291 （‐） △334 （‐）

13年９月中間期 ‐ （‐） ‐ （‐） ‐ （‐）

14年３月期 988 （‐） △438 （‐） △438 （‐）

 
 

中 間 (当 期) 純 利 益 
1株当たり中間 

(当期)純利益 
 

 百万円 ％ 円 銭  

14年９月中間期 △823 （‐） △60,079 80  

13年９月中間期 ‐ （‐） ‐ ‐  

14年３月期 △439 （‐） △32,796 65  
(注) ① 期中平均株式数 14年９月中間期 13,700株 13年９月中間期  ‐ 株 14年３月期 13,415株 

   ② 会計処理の方法の変更    無 

   ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(２) 配当状況 

 
1 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

1 株 当 た り 

年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭

14年９月中間期 ‐ ‐ 

13年９月中間期 ‐ ‐ 

14年３月期 ‐ ‐ 

 

(３) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

14年９月中間期 1,257 673 53.6 43,707 19 

13年９月中間期 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 

14年３月期 2,107 1,073 51.0 80,032 76 
(注) ① 期末発行済株式数 14年９月中間期 15,415 株 13年９月中間期    ‐ 株 14年３月期 13,415 株 

   ② 期末自己株式数  14年９月中間期    ‐ 株 13年９月中間期    ‐ 株 14年３月期    ‐ 株 
 

２．15年３月期の業績予想（平成14年４月１日～平成15年３月31日） 
 当社は四半期ごとに決算実績および事業の概況を開示することに務めておりますが、業績予想につきましては、

当面の間、開示しない方針であります。 
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１．中間財務諸表等 

中間貸借対照表    
(単位：千円)

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

 (資産の部)   ％  ％

Ⅰ 流動資産    

１． 現金及び預金 ※２ 707,274 728,284 

２． 売掛金  271,476 734,955 

３． たな卸資産  5,536 6,081 

４． その他  28,936 157,171 

 貸倒引当金  △5,154 △3,158 

 流動資産合計  1,008,068 80.2 1,623,334 77.0

Ⅱ 固定資産    

１． 有形固定資産 ※１ 20,678 1.6 23,405 1.1

２． 無形固定資産    

(１) ソフトウエア  135,221 114,495 

(２) その他  1,246 1,246 

 無形固定資産合計  136,467 10.9 115,741 5.5

３． 投資その他の資産    

(１) 関係会社株式  - 252,973 

(２) 差入保証金 ※２ 88,330 88,220 

(３) 
破産債権、再生債権、
更生債権その他これら
に準ずる債権 

 8,577  8,577 

(４) その他  3,817 3,548 

 貸倒引当金  △8,577 △8,577 

 投資その他の資産合計  92,148 7.3 344,742 16.4

 固定資産合計  249,293 19.8 483,889 23.0

 資産合計  1,257,362 100.0 2,107,223 100.0
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    (単位：千円)

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

 (負債の部)   ％  ％

Ⅰ 流動負債    

１． 営業未払金  53,418 32,535 

２． 短期借入金 ※２ 216,000 588,000 

３． 一年以内返済予定の長期借入金 ※２ 101,890 120,797 

４． その他 ※３ 47,786 80,266 

 流動負債合計  419,095 33.3 821,599 39.0

Ⅱ 固定負債    

１． 長期借入金 ※２ 155,578 203,042 

２． その他  8,942 8,942 

 固定負債合計  164,520 13.1 211,984 10.0

 負債合計  583,615 46.4 1,033,583 49.0

     

 (資本の部)    

Ⅰ 資本金  - 1,806,345 85.7

Ⅱ 資本準備金  - 1,505,305 71.5

Ⅲ 欠損金    

１． 当期未処理損失  - 2,238,010 

 欠損金合計  - 2,238,010 △106.2

 資本合計  - 1,073,639 51.0

     

Ⅰ 資本金 ※４ 1,976,345 157.2 - 

Ⅱ 資本剰余金 ※４  - 

１． 資本準備金  1,758,505 - 

 資本剰余金合計  1,758,505 139.9 - 

Ⅲ 利益剰余金   - 

１． 中間未処理損失  3,061,103 - 

 利益剰余金合計  △3,061,103 △243.5 - 

 資本合計  673,746 53.6 - 

 負債資本合計  1,257,362 100.0 2,107,223 100.0
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中間損益計算書    
(単位：千円)

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

   ％   ％

Ⅰ 売上高  376,844 100.0  988,920 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 201,704 53.5  525,101 53.1

 売上総利益  175,140 46.5  463,818 46.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※４ 466,870 123.9  901,861 91.2

 営業損失  291,730 △77.4  438,043 △44.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 6,219 1.7  22,275 2.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 49,187 13.1  22,829 2.3

 経常損失  334,698 △88.8  438,597 △44.4

Ⅵ 特別利益  - -  - -

Ⅶ 特別損失 ※３ 486,775 129.2  277 0.0

 税引前中間(当期)純損失  821,473 △218.0  438,874 △44.4

 法人税、住民税及び事業税  1,620 3,240  

 還付法人税、住民税及び事業税  - 1,620 △0.4 △2,147 1,092 0.1

 中間(当期)純損失  823,093 △218.4  439,967 △44.5

 前期繰越損失  2,238,010  1,798,043 

 中間(当期)未処理損失  3,061,103  2,238,010 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(１)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 総平均法による原価法 

(１)有価証券 

同  左 

 その他有価証券 

時価のないもの 

 総平均法による原価法 

 

 (２)たな卸資産 

製品、原材料 

 総平均法による原価法 

(２)たな卸資産 

同  左 

 貯蔵品 

 先入先出法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(１)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     ５年～15年 

 工具器具備品 ５年～６年 

(１)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物     ５年～15年 

 工具器具備品 ４年～６年 

 (２)無形固定資産 

 自社利用目的のソフトウエアについ

ては、見込利用可能期間(５年以内)に

基づく定額法によっており、販売目的

のソフトウエアについては、見込販売

期間(３年以内)における見込販売収益

に基づく償却額と販売可能な残存販売

期間に基づく均等配分額を比較し、い

ずれか大きい額を計上する方法によっ

ております。 

(２)無形固定資産 

同  左 
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期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 平成14年９月９日払込期日の新株式

の発行は、引受証券会社が発行価額で

行い、これを発行価額と異なる募集価

額で一般投資家に販売する買取引受契

約(「新方式」という。)によっており

ます。 

 「新方式」では、募集価額と発行価

額との差額は、引受証券会社の手取金

であり、引受証券会社に対する事実上

の引受手数料となることから、当社か

ら引受証券会社への引受手数料の支払

はありません。平成14年９月９日払込

期日の新株式発行に際し、募集価額と

発行価額との差額の総額は36,800千円

であり、引受証券会社が発行価額で一

般投資家に販売する買取引受契約

(「従来方式」という。)による新株式

発行であれば、新株発行費として処理

されていたものであります。 

 このため「新方式」では、「従来方

式」に比べ、新株発行費は36,800千円

少なく計上され、また経常損失及び税

引前中間純損失は同額少なく計上され

ております。 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同  左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

６．収益及び費用の計上基準  受託開発に係る売上高については、工

事進行基準を採用しております。 

同  左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 

８．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同  左 
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表示方法の変更  

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 

― 
１．前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

いた「家賃収入」は、営業外収益の100分の10を超え

ることとなったため区分掲記することに変更しまし

た。 

 なお、前期における「家賃収入」の金額は289千円

であります。 

 

― 
２．前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示して

いた「地代家賃」は、営業外費用の100分の10を超え

ることとなったため区分掲記することに変更しまし

た。 

 なお、前期における「地代家賃」の金額は274千円

であります。 

 

 

追加情報  

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 

 当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」(企業会計基準第１号)を適用してお

ります。これによる当中間期の損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期

における中間貸借対照表の資本の部については、改正

後の中間貸借対照表により作成しております。 

 

― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係)  

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成14年３月31日現在) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は22,436千円で

あります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は20,110千円であ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 200,103 千円

差入保証金 71,503  

合  計 271,607  

 これらのほか、当社にとって重要なVoIP関連

技術に関する特許権(出願中のものを含む)を譲

渡担保に供しております。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 116,000 千円

一年以内返済予定の長期借入金 62,170

長期借入金 89,928

合  計 268,098
 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 209,418 千円

差入保証金 71,503  

合  計 280,922  

 これらのほか、当社にとって重要なVoIP関連

技術に関する特許権(出願中のものを含む)を譲

渡担保に供しております。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 280,000 千円

一年以内返済予定の長期借入金 34,617

長期借入金 48,132

合  計 362,749
 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※３． 

― 

 

※４．発行済株式数の増加 

発行形態 公募による増資

発行株式数 2,000 株 

発行価額 170,000 円 

資本組入額 85,000 円 
 

※４． 

― 
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(中間損益計算書関係)  

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,755 千円

家賃収入 3,510  
 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,454 千円

為替差益 9,589  

家賃収入 7,214  
 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費 25,721 千円

為替差損 13,343  

支払利息 6,712  

地代家賃 3,409  
 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 15,582 千円

地代家賃 6,836  

― 

※３．特別損失のうち主要なもの 

子会社営業休止損 486,722 千円

 子会社ACAPEL, INC. の営業活動の休止に伴

う損失であります。 

※３． 

―  
 

※４．減価償却実施額 

有形固定資産 3,023 千円

無形固定資産 17,217  
 

※４．減価償却実施額 

有形固定資産 8,544 千円

無形固定資産 29,880  
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(リース取引関係)  

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相 当 額

減価償却 
累計額相 
当 額 

中間期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円

有形固定資産 74,713 35,952 38,761

無形固定資産    

ソフトウエア 9,085 4,845 4,239

合 計 83,799 40,797 43,001
 

 
取得価額
相 当 額

減価償却 
累計額相 
当 額 

期末残高
相 当 額

 千円 千円 千円

有形固定資産 82,060 34,691 47,368 

無形固定資産    

ソフトウエア 9,085 3,937 5,148 

合 計 91,146 38,628 52,517 
 

(２)未経過リース料中間期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 17,467 千円  １年内 18,044 千円

 １年超 28,163  １年超 37,006

 合計 45,631  合計 55,051

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

 支払リース料 10,699 千円  支払リース料 22,582 千円

 減価償却費相当額 9,516  減価償却費相当額 20,091

 支払利息相当額 1,279  支払利息相当額 3,336

(４)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(５)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(５)利息相当額の算定方法 

同  左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 

― 

 １年内 71,503 千円    

 １年超 29,793   

 合計 101,296   

  

 

(有価証券関係) 

 当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 
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(１株当たり情報))    

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 43,707 円19 銭 １株当たり純資産額 80,032 円76 銭 

１株当たり当期純損失 60,079 円80 銭 １株当たり当期純損失 32,796 円65 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ

いては、中間純損失を計上しているため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。 

 

(重要な後発事象) 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 米国内を中心としたCRM市場に特化したマーケティン

グ活動を展開しておりました連結子会社ACAPEL, INC. 

につきましては、当社の平成14年10月18日及び平成14年

11月12日開催の取締役会決議に基づき、担当事業領域再

編のため平成14年11月末をもって営業活動を休止するこ

とにいたしました。これに伴い、当中間会計期間におい

てACAPEL, INC. に対する投資残高252,973千円及び債権

残高233,749千円を減損処理及び償却処理し、合計

486,722千円を特別損失として計上しております。 

 なお、ACAPEL, INC. が展開しておりました事業につ

いては、当社が引継ぐことといたします。 

 該当事項はありません。 

 


